
平
成
30
年
度
一
般
会
計
、
国
民
健
康
保
険
特
別
会
計
他
14
特
別
会
計
、

上
水
道
事
業
の
決
算
が
９
月
定
例
町
議
会
で
認
定
さ
れ
ま
し
た
。

そ
の
中
で
、
昨
年
度
は
町
の
お
金
が
ど
の
よ
う
に
使
わ
れ
た
の
か
、

そ
し
て
そ
の
使
い
道
は
正
し
か
っ
た
の
か
、
効
果
的
だ
っ
た
の
か
が
審
議
さ
れ
ま
し
た
。

決
算
報
告
は
、
町
の
家
計
簿
と
も
い
え
る
も
の
。
我
が
町
の
状
況
は
？

  一般会計

町税は一人当たり

10 万７千円納めていただいたことになります

地方交付税
38億6,115万円4千円

（33.7％）

地方交付税
38億6,115万円4千円

（33.7％）

自主
 財源
自主
 財源 依存

 財源
依存
 財源

寄付金
2億1,239万8千円（1.9％）

衛生費 
13億9,747万8千円
（12.8％）

衛生費 
13億9,747万8千円
（12.8％）

農林水産業費
3億9,640万4千円
（3.6％）

農林水産業費
3億9,640万4千円
（3.6％）

災害復旧費
1,722万6千円
（0.2％）

消防費
1億8,545万9千円
（1.7％）

消防費
1億8,545万9千円
（1.7％）

教育費
17億7,942万2千円
（16.3％）

教育費
17億7,942万2千円
（16.3％）

公債費
11億1,481万9千円
（10.2％）

総務費
 14億7,716万3千円
（13.5％）

総務費
 14億7,716万3千円
（13.5％）

民生費
29億5,043万5千円
（27.1％）

民生費
29億5,043万5千円
（27.1％）

109億

94万1千円
109億

94万1千円

歳出合計歳出合計

議会費
7,319万5千円（0.7％）

諸支出金
2億195万9千円
（1.9％）

地方譲与税
6,620万5千円
（0.6％）

国庫支出金
5億8,505万2千円
（5.1％）県支出金

4億3,052万3千円
（3.8％）

町債
24億3,320万
（21.2％）

町債
24億3,320万
（21.2％）

各種交付金
3億3,166万1千円
（2.9％）

町税
17億7,982万1千円

（14.7％）

町税
16億7,982万1千円

（14.7％）

分担金・負担金
1億1,777万8千円
（1.0％）

財産収入・繰入金
6億6,958万2千円
（5.8％）

繰越金
5億1,468万1千円
（4.5％）

諸収入 4億4,268万7千円（3.9％）
使用料・手数料 1億279万3千円
　　　　　　　　   　　 （0.9％）

114億4,753万5千円114億4,753万5千円

歳入合計歳入合計

土木費
11億3,827万1千円
（10.4％）

土木費
11億3,827万1千円
（10.4％）

商工費
1億6,911万円
（1.6％）

商工費
1億6,911万円
（1.6％）

■一般会計歳入グラフ

町に入ったお金（歳入）

　一般会計の収入総額は１１４億４，７５３万５千円でした。これ

は町税や財産収入などの町が自ら確保できる財源（自主財源）

37 億３，９７４万円と、地方交付税や国庫、県支出金などの国

や県から交付される財源（依存財源）77 億７７９万５千円から

構成されています。

地方交付税
38億6,115万円4千円

（33.7％）

地方交付税
38億6,115万円4千円

（33.7％）

自主
 財源
自主
 財源 依存

 財源
依存
 財源

寄付金
2億1,239万8千円（1.9％）

衛生費 
13億9,747万8千円
（12.8％）

衛生費 
13億9,747万8千円
（12.8％）

農林水産業費
3億9,640万4千円
（3.6％）

農林水産業費
3億9,640万4千円
（3.6％）

災害復旧費
1,722万6千円
（0.2％）

消防費
1億8,545万9千円
（1.7％）

消防費
1億8,545万9千円
（1.7％）

教育費
17億7,942万2千円
（16.3％）

教育費
17億7,942万2千円
（16.3％）

公債費
11億1,481万9千円
（10.2％）

総務費
 14億7,716万3千円
（13.5％）

総務費
 14億7,716万3千円
（13.5％）

民生費
29億5,043万5千円
（27.1％）

民生費
29億5,043万5千円
（27.1％）

109億

94万1千円
109億

94万1千円

歳出合計歳出合計

議会費
7,319万5千円（0.7％）

諸支出金
2億195万9千円
（1.9％）

地方譲与税
6,620万5千円
（0.6％）

国庫支出金
5億8,505万2千円
（5.1％）県支出金

4億3,052万3千円
（3.8％）

町債
24億3,320万
（21.2％）

町債
24億3,320万
（21.2％）

各種交付金
3億3,166万1千円
（2.9％）

町税
17億7,982万1千円

（14.7％）

町税
16億7,982万1千円

（14.7％）

分担金・負担金
1億1,777万8千円
（1.0％）

財産収入・繰入金
6億6,958万2千円
（5.8％）

繰越金
5億1,468万1千円
（4.5％）

諸収入 4億4,268万7千円（3.9％）
使用料・手数料 1億279万3千円
　　　　　　　　   　　 （0.9％）

114億4,753万5千円114億4,753万5千円

歳入合計歳入合計

土木費
11億3,827万1千円
（10.4％）

土木費
11億3,827万1千円
（10.4％）

商工費
1億6,911万円
（1.6％）

商工費
1億6,911万円
（1.6％）

▲�完成した市川富士見保育所

■一般会計歳出　目的別グラフ

なお、収入から支出を差し引いた
５億 4,659 万４千円のうち、

翌年度の令和元年度へ繰り越した事業費
に充てる１億 3,225 万７千円を

差し引いた４億 1,433 万７千円が
令和元年度以降の財源に
充てることができます。

■町の借金
　町の借金にあたる平成３０年度末の町債の残

高は一般会計、特別会計、上水道事業合わせて

２３５億２，３４４万５千円でした。

　新施設建設事業費の増に伴い、地方債発行額

が増加したため、前年度と比 較すると町全体で

９億１，０３３万３千円増額しました。

町
で
使
っ
た
お
金
（
歳
出
）

　

一
般
会
計
の
支
出
総
額
は

１
０
９
億
９
４
万
１
千
円
に
な
り
ま

し
た
。
支
出
の
状
況
を
目
的
別
に
し

て
み
ま
し
た
。
目
的
別
と
は
土
木
費

や
教
育
費
な
ど
行
政
目
的
に
よ
っ
て

分
類
し
た
も
の
で
す
。

　

福
祉
全
般
を
担
う
民
生
費
が

29
億
５
，
０
４
３
万
５
千
円
で
最
も

多
く
、
つ
い
で
学
校
教
育
や
社
会
体

育
、
生
涯
学
習
に
関
わ
る
教
育
費
が

17
億
７
，９
４
２
万
２
千
円
、
役
場
管

理
費
や
職
員
人
件
費
な
ど
他
部
門
に

分
類
さ
れ
な
い
事
業
に
要
し
た
総
務
費

14
億
７
，７
１
６
万
３
千
円
が
大
き
な

支
出
で
す
。

一般会計での支出総額は

町民一人当たり約６８万９千円

を支出したことになります

■�

議
会
費 

町
議
会
議
員
な
ど

へ
の
報
酬
や
手
当
、
議
会

広
報
発
行
な
ど
議
会
の
運

営
に
か
か
る
費
用

■�

総
務
費 

役
場
管
理
費
や
人

件
費
、
峡
南
広
域
行
政
組
合

負
担
金
、
選
挙
、
広
報
紙

発
行
な
ど
に
か
か
る
費
用

■�

民
生
費 

社
会
福
祉
に
関
す

る
も
の
、
つ
む
ぎ
の
湯
な

ど
の
維
持
管
理
に
か
か
る

費
用

■�

衛
生
費 

総
合
健
診
や
母
子

保
健
、
公
害
対
策
、
ご
み

処
理
な
ど
環
境
衛
生
に
か

か
る
費
用

■�

農
林
水
産
業
費 

農
道
整
備

や
土
地
改
良
事
業
な
ど
農
林

業
の
振
興
に
か
か
る
費
用

■�

商
工
費 

商
工
会
運
営
費
補

助
な
ど
商
工
業
の
振
興
に

か
か
る
費
用

■�

土
木
費 

道
路
の
建
設
・
改

良
や
河
川
の
整
備
、
町
営

住
宅
の
建
設
お
よ
び
維
持

管
理
な
ど
に
か
か
る
費
用

■�

消
防
費 

消
防
団
活
動
や
防

災
の
ま
ち
づ
く
り
に
か
か

る
費
用

■�

教
育
費 

学
校
教
育
や
社
会

体
育
、
生
涯
学
習
に
か
か

る
費
用

■�

公
債
費 

町
が
建
設
事
業
な

ど
を
実
施
す
る
と
き
に
借

り
た
お
金
の
返
済
に
か
か

る
費
用 歳

出
項
目

---------

依
存
財
源

■�

地
方
交
付
税

　

�

国
の
所
得
税
、
法
人
税
、

酒
税
、
消
費
税
、
た
ば
こ

税
の
そ
れ
ぞ
れ
一
定
割
合

の
額
を
、
基
準
に
基
づ
き

国
か
ら
交
付
さ
れ
る
お
金

■�

地
方
譲
与
税

　

�

国
税
と
し
て
徴
収
し
た
租

税
を
、
国
か
ら
譲
与
さ
れ

る
お
金

■�

国
庫
、
県
支
出
金

　

�

事
業
を
行
う
た
め
の
国
、

県
か
ら
の
負
担
金
及
び
補

助
金
な
ど

■�

各
種
交
付
金

　

�

国
や
県
が
徴
収
し
た
税
の

一
部
を
、
町
に
交
付
す
る

も
の

■�

町
債

　

�

事
業
な
ど
を
行
う
た
め
に

借
り
入
れ
た
お
金

---------

自
主
財
源

□�

町
税

　

�

町
民
の
皆
さ
ん
か
ら
納
め

て
い
た
だ
い
た
町
民
税
や

固
定
資
産
税
な
ど
の
税
金

□�

繰
入
金

　

�

各
種
基
金
な
ど
か
ら
一
般

会
計
へ
繰
り
入
れ
た
お
金

□�

諸
収
入

　

�

貸
し
た
お
金
の
返
済
金
や

税
延
滞
金
な
ど

□�

寄
付
金

　

�

ふ
る
さ
と
納
税
な
ど

歳
入
項
目

町
の
お
金
が

ど
の
よ
う
に
使
わ
れ
た
の
か
？

市 川 三 郷 町 平成 30 年度   決算報告

▲�完成した八乙女自治公民館
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財
政
健
全
化
の
指
標

■町の決算に関しての問い合わせは町財政課財政係☎ 055-272-6091 へ

数
値
で
み
る
財
政
健
全
化

　

自
治
体
の
財
政
破
た
ん
を
未
然
に
防
ぐ

た
め
に
国
で
定
め
た
財
政
指
標
が
あ
り
ま

す
。
こ
れ
は
自
治
体
の
財
政
状
況
を
明
ら

か
に
す
る
も
の
で
、指
標
が
基
準
を
上
回
っ

た
自
治
体
に
は
、
財
政
の
健
全
化
に
向
け

た
計
画
の
策
定
な
ど
、
さ
ま
ざ
ま
な
制
約

が
課
せ
ら
れ
ま
す
。

　

平
成
30
年

度
の
決
算
に

基
づ
く
算
定

の
結
果
、
本

町
で
は
い
ず

れ
の
指
標
も

早
期
健
全
化

基
準
を
下
回

る
数
値
と
な

り
ま
し
た
。

今
後
も
引
き

続
き
、
健
全

な
行
財
政
運

営
を
行
っ
て

い
き
ま
す
。

特別会計の歳入・歳出額
会計名 歳入 歳出 差引

国民健康保険特別会計（事業勘定） １８億９，７２８万３千円 １８億７，１８１万４千円 ２，５４６万９千円

国民健康保険特別会計（直診勘定） ６，７７１万３千円 ６，３２９万８千円 ４４１万５千円

介護保険特別会計 ２２億８７０万６千円 ２０億２，６２３万円 １億８，２４７万６千円

介護サービス事業特別会計 ３３２万２千円 ３２４万６千円 ７万６千円

訪問看護ステーション西八代特別会計 ３，４３７万５千円 ３，３４１万８千円 ９５万７千円

簡易水道特別会計 ２億６，３１１万７千円 ２億５，１７８万３千円 １，１３３万４千円

公共下水道事業特別会計 １０億５５９万３千円 ９億７，８２５万２千円 ２，７３４万１千円

農業集落排水事業特別会計 ３，２８３万３千円 ３，１９９万７千円 ８３万６千円

戸別浄化槽整備推進事業特別会計 ７６０万８千円 ６６８万４千円 ９２万４千円

温泉事業特別会計 ５，１２８万５千円 ５，０３９万７千円 ８８万８千円

恩賜県有財産保護管理事業特別会計 ２５１万７千円 １１万円 ２４０万７千円

市川財産区特別会計 ２３４万３千円 １万８千円 ２３２万５千円

高田財産区特別会計 ６９万４千円 １万８千円 ６７万６千円

大同財産区特別会計 ３１９万４千円 １万８千円 ３１７万６千円

歌舞伎文化公園管理特別会計 ３，１９４万８千円 ２，９５１万４千円 ２４３万４千円

後期高齢者医療特別会計 ２億１，９６４万６千円 ２億１，９３８万６千円 ２６万円

  
特
別
会
計

公営企業会計の収入支出額
上水道事業 事業収益（収入） 事業費用（支出）

収益的収入及び支出 １億９，６２１万６千円 １億６，９１４万８千円

資本的収入及び支出 １，８８１万３千円 ７，５６５万６千円 

※仮受、仮払消費税を含む額を計上しています。

特
別
会
計

　

町
の
会
計
に
は
、
前
ペ
ー
ジ
で

報
告
し
た
町
税
や
交
付
金
を
収
入

源
と
す
る
一
般
会
計
と
は
別
に
、

特
定
の
事
業
や
特
定
の
収
入
で
事

業
を
行
う
場
合
に
、
経
理
を
他
の

会
計
と
区
別
す
る
特
別
会
計
が
あ

り
ま
す
。
特
別
会
計
に
は
、
下
の

表
の
と
お
り
た
く
さ
ん
の
事
業
が

あ
り
、
い
ず
れ
も
私
た
ち
の
生
活

に
深
く
関
わ
り
の
あ
る
も
の
で
す
。

な
か
で
も
国
民
健
康
保
険
、
介
護

保
険
、
公
共
下
水
道
な
ど
の
各
特

別
会
計
が
突
出
し
て
い
ま
す
。

公
営
企
業
会
計

　

公
営
企
業
会
計
と
は
、
民
間
企

業
と
同
じ
よ
う
に
事
業
で
収
益
を

あ
げ
て
、
そ
の
収
益
に
よ
り
運
営

を
行
っ
て
い
る
会
計
で
す
。
本
町

で
は
上
水
道
事
業
が
あ
り
、
経
営

活
動
に
伴
う
収
益
的
収
入
・
支
出
、

将
来
に
わ
た
る
設
備
の
改
良
な
ど

に
伴
う
資
本
的
収
入
・
支
出
か
ら

成
り
立
っ
て
い
ま
す
。

　

資
本
的
収
入
に
対
す
る
支
出
の

不
足
額
は
、
内
部
留
保
資
金
な
ど

で
補
て
ん
し
ま
す
。

『ひとつずつ 
いいね！で確認  火の用心』

　令和元年度秋季全国火災予防運動が実施されます。ご自宅の防火対策は万全か、
普段の生活の中で火災の発生に繋がる危険な習慣はないか、今一度ご確認をお願い
します。

火災予防
に努めま

しょう

11
月
９
日
～
15
日 

は
秋
季
火
災
予
防
運
動

火を使用するすべての飲食店に
消火器の設置が必要となりました

　平成２８年１２月２２日に新潟県糸魚川市で発生した大規模火災を受け、飲食
店に対する消火器の設置基準（消防法令）が改正され、すべての飲食店で設
置が必要となりました。
※コンロなどの火を使用する設備又は器具に、防火上有効な措置（調理油加

　熱防止装置など）が講じられている場合は設置する必要はありません。

※設置した消火器は、設置後６ヵ月ごとに点検し、１年に１回管轄の消防署へ点

　検の結果を報告する必要があります。

ご不明な点がございましたら、
消防本部までお問い合わせ下さい。

峡南消防本部 　☎ 055-272-1919（代表）

３つの習慣
① 寝タバコは絶対にしない
② ストーブは、燃えやすいものから離れた位置で使用する
③ ガスコンロなどのそばを離れるときは必ず火を消す

４つの対策
① 万一の火災の早期発見、早期避難のために「住宅用火災警報器」を設置する
② 寝具、衣類及びカーテンからの火災を防ぐために、防炎品を使用する
③ 火災を小さいうちに消すために「住宅用消火器等」を設置する。設置済みのもの
　は本体表示を確認し、使用期限を過ぎていれば新しいものと交換する
④ お年寄りや身体の不自由な人を守るために、隣近所の協力体制をつくる

未設置多数 !! 住宅用火災警報器を直ちに設置しましょう
▶峡南消防本部では、毎年４月に管内の一般住宅や共同住宅を対象に、住
宅用火災警報器の設置・維持管理状況について、職員が現地調査を実施
しています。
▶令和元年度の調査結果は、設置率７２%と全国平均８2．3%を大きく下回っ
ています。
▶住宅用火災警報器は全ての住宅に設置が必要です。まだ設置していない
住宅については、直ちに設置をして下さい。

財政健全化の指標　　　　　　　　　　　　　　（単位：％）

項　目 ３０年度 ２９年度 早期健全化基準 財政再生基準

実質赤字比率 -7.22　 -7.88　 14.54　 20.00　 

連結実質赤字比率 -13.79　 -14.66　 19.54　 30.00　

実質公債費比率 9.1　 7.8　 25.00　 35.00　

将来負担比率 128.2　 110.1　 350.00　 －　

※実質赤字比率と連結赤字比率は黒字のためマイナス表示
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町
内
保
育
所
（
園
）

令
和
２
年
度  

入
所
受
付
が
始
ま
り
ま
す

市川富士見保育所
高田 152-1 ☎ 055-272-0260

【定　員】115 人
【対象児】６カ月〜小学校就学前
【給　食】年齢に応じた完全給食
【保育時間】
（平　日）午前７:30 〜午後６:30
（土曜日）午前８:30 〜午後４:30

市川南保育所
下大鳥居 1558  ☎ 055-272-0037

【定　員】45 人
【対象児】３カ月〜小学校就学前
【給　食】年齢に応じた完全給食
【保育時間】
（平　日）午前７:30 〜午後６:30
（土曜日）午前８:30 〜午後４:30

ひまわり保育園
岩間 2834-3  ☎ 0556-32-2726

【定　員】60 人
【対象児】２カ月〜小学校就学前
【給　食】３歳未満児は完全給食

                 ３歳以上児は主食持参
【保育時間】
（平　日）午前７:30 〜午後７:00
（土曜日）午前８:00 〜午後４:00

高田保育園
高田 2786-2  ☎ 055-272-4862

【定　員】60 人
【対象児】２カ月〜小学校就学前
【給　食】３歳未満児は完全給食

                 ３歳以上児は主食持参
【保育時間】
（平　日）午前７:15 〜午後６:45
（土曜日）午前８:00 〜午後４:00

定林寺立正保育園
岩間 4161-5  ☎ 0556-32-2326

【定　員】50 人
【対象児】２カ月〜小学校就学前
【給　食】３歳未満児は完全給食

                 ３歳以上児は主食持参
【保育時間】
（平　日）午前 7:30 〜午後７:00
（土曜日）午前８:00 〜午後４:00

町
内
保
育
所
（
園
）

令
和
２
年
度  

入
所
受
付
が
始
ま
り
ま
す

次のとおり保育所入所
申し込みを受け付けます

受
付
期
間

11
月
５
日
～
25
日

【
入
所
基
準
】

　

児
童
の
保
護
者
が
次
の
い
ず
れ
か
の
事
情
に

あ
り
、
保
育
の
必
要
性
を
町
か
ら
認
定
さ
れ
る

こ
と
が
必
要
と
な
り
ま
す
。

■
就
労
　
■
求
職
活
動
　
■
妊
娠
・
出
産

■
就
学
　
■
災
害
復
旧
　
■
家
族
の
介
護

■
保
護
者
の
疾
病
・
傷
害
な
ど

【
申
込
受
付
期
間
】
11
月
５
日
火
～
11
月
25
日
月

【
申
込
書
類
の
配
布
・
提
出
先
】

　

入
所
を
希
望
さ
れ
る
各
保
育
所
等
施
設

ま
た
は
、
町
保
育
課

※
詳
し
く
は
、
申
込
書
類
と
一
緒
に
配
布
す
る
入
所
の

　

し
お
り
を
ご
覧
下
さ
い
。

※
途
中
月
で
の
入
所
を
希
望
さ
れ
て
い
る
方
も
な

　
る
べ
く
こ
の
期
間
で
の
提
出
を
お
願
い
し
ま
す
。

※
町
外
の
施
設
を
希
望
し
て
い
る
方
は
、
市
町
村

　

に
よ
り
受
付
期
間
が
異
な
り
ま
す
の
で
ご
注
意

　

下
さ
い
。（申

請
書
の
提
出
先
は
本
町
に
な
り
ま
す
）

【
問
い
合
わ
せ
】

　
各
保
育
所
等
施
設
、
町
保
育
課

 

☎
０
５
５
（
２
４
０
）
４
１
６
０

※保育時間は、保護者の就労時間に合わせて、11 時間利用の保育標準時間、８時間利用の保育短時間の利用になります。
※定員は１１月１日現在の状況となります。

大塚保育所
大塚 2077-1  ☎ 055-272-0500

【定　員】50 人
【対象児】６カ月〜小学校就学前
【給　食】年齢に応じた完全給食
【保育時間】
（平　日）午前７:30 〜午後６:30
（土曜日）午前８:30 〜午後４:30

三珠保育所
上野 2672-4  ☎ 055-272-0512

【定　員】60 人
【対象児】１歳〜小学校就学前
【給　食】年齢に応じた完全給食
【保育時間】
（平　日）午前７:30 〜午後６:30
（土曜日）午前８:30 〜午後４:30

認定こども園市川幼稚園
市川大門 1782-1 ☎ 055-272-0156

【定　員】幼稚園部門 15 人
　　　　 保育部門 67人

【対象児】６カ月〜小学校就学前
【給　食】年齢に応じた完全給食
【保育時間】
（平　日）午前７:30 〜午後   6:30
（土曜日）午前８:00 〜午後   2:30

認定こども園市川南幼稚園
市川大門 561 ☎ 055-272-1471

【定　員】幼稚園部門 57人
　　　　 保育部門 70 人

【対象児】６カ月〜小学校就学前
【給　食】年齢に応じた完全給食
【保育時間】
（平　日）午前７:30 〜午後   6:30
（土曜日）午前８:00 〜午後12:00

■
健
康
管
理

　

内
科
・
眼
科
・
歯
科
・
耳
鼻
科
検
診
、

尿
検
査
を
定
期
的
に
実
施
し
、
身
体

測
定
を
毎
月
行
い
ま
す
。

■
給　
　

食

　

栄
養
士
の
献
立
に
よ
る
、
年
齢
に

応
じ
た
手
作
り
給
食
と
お
や
つ
で
す

（
離
乳
食
対
応
）。
ア
レ
ル
ギ
ー
体
質

に
も
応
じ
た
調
理
内
容
で
対
応
し
て

い
ま
す
。

　

様
々
な
行
事
・
誕
生
日
会
な
ど
特

別
給
食
で
お
楽
し
み
給
食
を
実
施
し

て
い
ま
す
。
お
や
つ
は
、
３
歳
未
満

児
は
１
日
２
回
（
午
前
10
時
と
午
後

３
時
）、
３
歳
以
上
児
は
１
日
１
回

（
午
後
３
時
）
で
す
。

■
特
別
保
育
事
業

【
障
害
児
保
育
】
心
身
の
発
達
に
障
害

を
持
つ
子
ど
も
さ
ん
も
一
緒
に
「
共

に
育
ち
あ
う
」
保
育
を
し
て
い
ま
す
。

【
乳
児
保
育
】各
保
育
所（
園
）に
よ
っ

て
異
な
り
ま
す
の
で
、
お
問
い
合
わ

せ
下
さ
い
。

【
一
時
預
か
り
】
保
育
所
の
入
所
の
対

象
と
な
ら
な
い
就
学
前
の
児
童
で
、

保
護
者
が
月
に
数
回
程
度
仕
事
を
さ

れ
る
時
、
職
業
訓
練
な
ど
を
受
け
る

時
、
保
護
者
の
生
活
の
リ
フ
レ
ッ

シ
ュ
等
、
家
族
の
入
院
・
通
院
・
冠

婚
葬
祭
な
ど
、
家
庭
で
子
育
て
が
一

時
的
に
困
難
と
な
っ
た
お
子
さ
ん
を

お
預
か
り
い
た
し
ま
す
。

【
地
域
活
動
事
業
】
老
人
保
健
施
設

な
ど
の
訪
問
、
地
域
の
お
年
寄
り
、

小
中
高
校
生
と
の
交
流
、
育
児
講
座

の
開
催
、
地
域
の
諸
行
事
へ
の
参
加

な
ど
を
し
て
い
ま
す
。

■
子
育
て
相
談

電
話
相
談
、
来
所
（
園
）
に
よ
る
相

談
に
応
じ
て
い
ま
す
。

■
そ
の
他

◎�

親
子
保
育
体
験
入
所
、
園
庭
・
保

育
室
・
プ
ー
ル
の
解
放

◎�

実
習
生
や
ボ
ラ
ン
テ
ィ
ア
の
受
け

入
れ

　病気の回復期にあり、集団での保育や通学等が困難な期間に、生後６カ月の
乳児から小学校６年生までの児童を一時的に預かることで保護者の子育てと仕
事の両立を支援する病後児保育事業を実施しています。
　利用には利用登録申請書の提出が必要となります。詳しくは、町保育課までお
問い合わせ下さい。

充
実
し
て
い
ま
す

市
川
三
郷
の
保
育

病後児保育
について  

世帯階層区分

負担基準額
上段：保育標準時間
下段：保育短時間

３歳未満児

第１階層 生活保護世帯
0
0

第２階層 町民税非課税世帯
0
0

第３階層

１ 町民税均等割世帯及び
所得割 24,300 未満

12,000
10,800

２ 町民税
所得割が

24,300 以上
48,600 未満

14,000
12,600

第４階層

１

町
民
税
所
得
割
が

48,600 以上
63,400 未満

18,000
16,200

２ 63,400 以上
76,000 未満

20,000
18,000

３ 76,000 以上
87,000 未満

22,000
19,800

４ 87,000 以上
97,000 未満

24,000
21,600

第５階層

１ 97,000 以上
122,000 未満

27,000
24,300

２ 122,000 以上
142,000 未満

30,000
27,000

３ 142,000 以上
157,000 未満

32,000
28,800

４ 157,000 以上
169,000 未満

34,000
30,600

第６階層 169,000 以上
301,000 未満

36,000
32,400

第７階層 301,000 以上
397,000 未満

38,000
34,200

第８階層 397,000 以上
40,000
36,000

■保育料の月額基準額表（令和元年度） 単位：円

問町保育課☎ 055(240)4160

※上記は第１子の基準額で第２子については無料または６割軽減

※３歳以上児は無償 ※制度改正等により変更となる可能性有

幼児教育・保育の無償化が始まりました。
【対象】保育所、認定こども園、幼稚園等に通園している子どもで
          ■０～２歳児クラスは、町民税非課税世帯の子どもの保育料が無償となります。
          ■３～５歳児クラスは、すべての子どもの保育料が無償となります。
           ※認定こども園の幼稚園利用や幼稚園に通園している子どもは満３歳児から無償化の対象となります。

　保育の必要性があると認定を受けた場合は、３歳児クラスから月額１１,３００円を上限として預かり保育が無償化
となります。（満３歳児は、満３歳到達後、最初の３月３１日まで町民税非課税世帯のみ月額１６,３００円を上限として無償化）

幼稚園の預かり保育を利用する子ども

　認可外保育施設、一時預かり、病後児保育、ファミリーサポートセンターを利用する子どもも無償化の対象となります。「保育の必要性

の認定が必要」等要件がありますのでお問い合わせ下さい。
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